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マンションをめぐる状況について 

 

1 マンション管理適正化法の改正 

全国のマンション数は平成 30 年（2018 年）に約 655 万戸に上り、国民の 1 割以上が居

住する持家として都市部を中心に定着してきました。今後、築 40 年を超える高経年マン

ションの増加が急速に進むなか、建物・設備の老朽化、管理組合の担い手不足、建替え等

の合意形成の困難さ等の課題が生じることが見込まれています。 

 そうした状況の中で、国では令和 2 年（2020 年）6 月、マンションの維持管理の適正化

や維持修繕等が困難なマンションの再生に向けた取組を強化するため、「マンションの管

理の適正化の推進に関する法律」と「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」の改

正法が公布され、地方公共団体による計画の策定や、管理者等への助言、指導及び勧告、

管理計画の認定制度等が可能となりました。 

 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律の改正［概要］ 

 

 

 

 

 

 

国によるマンションの管理の適正化の推進を図るための基本方針の策定 

地方公共団体によるマンション管理適正化の推進 

助言、指導及び勧告 

管理計画認定制度 

 

マンション管理適正化推進計画制度 

管理の適正化のために必

要に応じて助言及び指導

を行い、管理組合の管

理・運営が著しく不適切

であることを把握した時

は勧告をすることができ

ます。 

国の基本方針に基づき、地方公共団

体は管理適正化の推進のための計画

を策定します。（任意） 

計画を定めた地方公共団体は、一定

の基準を満たすマンションの管理計

画を認定することができます。 

管理が不適切なマンション 

適切な管理を 

行うマンション 

管理水準〈高〉 

管理水準〈低〉 

管理水準の 

底上げ 

〈マンション管理水準のイメージ〉 
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（％）（戸）
住宅数

総数に対する

割合

1 島本町（大阪府）

2 芦屋市（兵庫県）

3 吹田市（大阪府）

4 印西市（千葉県）

5 多摩市（東京都）

6 浦安市（千葉県）

7 志木市（埼玉県）

8 白井市（千葉県）

9 稲城市（東京都）

10 和光市（埼玉県）

11 宝塚市（兵庫県）

12 西宮市（兵庫県）

13 戸田市（埼玉県）

14 熱海市（静岡県）

15 横浜市（神奈川県）

16 習志野市（千葉県）

17 川崎市（神奈川県）

18 朝霞市（埼玉県）

19 神戸市（兵庫県）

20 千葉市（千葉県）
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22.9 
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（％）

2 吹田市内のマンション 

（1）マンション数 

平成 30 年（2018 年）において、マンションは 55,700 戸で、全体の 32.5％を占めて

おり、平成 20 年（2008 年）の 37,780 戸（全体の 24.9％）から、この 10 年間で 1.5 倍

に急増しています。 

府内の他都市と比較しても、戸数では大阪市を除く都市では最も多く、割合について

も島本町に次いで高くなっています。また、マンションの割合は、島本町、芦屋市に次

いで、全国の市町村で第 3 位となっています。 

【マンション数（他都市比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【マンション率上位 20 市町村（全国比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 30 年（2018 年）住宅・土地統計調査 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 30 年（2018 年）住宅・土地統計調査 
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（2）建設時期 

建設時期は、「平成 13 年（2001 年）～平成 22 年（2010 年）」（27.0％）に建てられ

たものが最も多く、次いで「昭和 46 年（1971 年）～昭和 55 年（1980 年）」（20.1％）、

「昭和 56 年（1981 年）～平成 2 年（1990 年）」（18.8％）に建てられたものが多い状況

です。築 30 年以上のマンションが全体の 40.8％を占めており、全体の 22.0％が旧耐震基

準のマンションで、全国及び府内の平均よりやや高い状況です。 

【建設時期（他都市比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 30 年（2018 年）住宅・土地統計調査 
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26.5 
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18.8 

20.3 

25.7 

23.0 

13.9 

18.7 

35.6 

20.9 

17.9 

17.3 

32.0 

18.8 

11.7 

4.9 

2.1 

19.7 

27.0 

30.9 

28.2 

32.0 

36.2 

29.1 

26.2 

27.6 

14.0 

12.8 

7.1 

10.9 

10.0 
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29.0 

11.9 
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0.1 
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0 20 40 60 80 100

吹田市

豊中市

池田市

高槻市

茨木市

箕面市

摂津市

大阪府

（％）

昭和45年(1970年)

以前

昭和46年(1971年)

～昭和55年(1980年)

昭和56年(1981年)

～平成2年(1990年)

平成3年(1991年)

～平成12年(2000年)

平成13年(2001年)

～平成22年(2010年)

平成23年(2011年)

～平成30年(2018年)

不明

［参考］ 

○マンション総合調査（平成 30 年度（2018 年度）） 

旧耐震基準＊ 新耐震基準＊ 不明 

18.0％ 71.7％ 10.4％ 
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①調査対象  ：吹田市内に立地するマンション 

②調査方法  ：郵送による配付・回答 

③調査期間  ：令和 3年（2021 年）8月～9月 

④配付数   ：660 件 

⑤回答数   ：233 件（回答率 35.3％） 

⑥主な調査項目：概要（建設時期/敷地面積/延床面積/戸数/駐車場数/構造/設備/住戸タイプ/ 

           高齢者世帯の住戸数/空き家数など） 

        管理状況（管理組合/総会/役員会・理事会/管理規約/管理者/管理費/ 

修繕積立金/管理形態/管理上の問題など）  

        修繕・建替え（長期修繕計画/大規模修繕工事/建物・設備の問題/耐震診断/ 

               建替えの検討など） 

        住生活・コミュニティ（自治会参加状況/防災・防犯対策/居住者のトラブルなど） 

        管理向上の取組み（将来の不安/支援制度/管理に係る新たな展開など） 

 

 

3 アンケート調査からみるマンションの現状  

（1）アンケート調査の概要と回答状況 

計画の策定にあたり、市内のマンションの管理状況など現状を把握するため、実態

調査を実施しました。今回の調査における調査対象、調査方法及び主な調査項目は以下

のとおりです。 

【分譲マンションに関するアンケート調査の概要（令和 3 年度（2021 年度）実施）】 
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調査対象とした本市内に立地するマンション全体と回答のあったマンションについて、

建設時期をみると、古いマンションの回答率が高くなっています。 

【建設時期】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建設時期別回答率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答マンションのうち建設時期無回答は 14 件 

※以後の建設時期別のグラフにおける割合については、昭和 45 年(1970 年)以前は 

3 件と少数であることに留意 

      

 

 

 

 

 

1.4 

0.8 

20.5 

17.9 

19.6 

13.3 

24.2 

26.1 

23.3 

26.1 

11.0 

15.9 

0 20 40 60 80 100

回答あり

全体

（％）

昭和45年(1970年)

以前

昭和46年(1971年)

～昭和55年(1980年)

昭和56年(1981年)

～平成2年(1990年)

平成3年(1991年)

～平成12年(2000年)

平成13年(2001年)

～平成22年(2010年)

平成23年(2011年)

～令和2年(2020年)

60.0 

38.1 

48.9 

30.8 

29.7 

22.9 

0 20 40 60 80 100

昭和45年(1970年)

以前

昭和46年(1971年)

～昭和55年(1980年)

昭和56年(1981年)

～平成2年(1990年)

平成3年(1991年)

～平成12年(2000年)

平成13年(2001年)

～平成22年(2010年)

平成23年(2011年)

～令和2年(2020年)

（％）

回答数/全体数

（件）
3/5

45/118

43/88

53/172

51/172

24/105
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（2）管理組合の運営 

管理組合の運営状況として、ほとんどのマンションが年 1 回以上「総会」を開催し

ており、全体の 89.7％が頻度に違いはあるものの、「役員会・理事会」を開催してお

り、全国の平均との比較では開催頻度が高い状況です。ただし、役員会・理事会がな

い、開催していないマンションもわずかながらみられます。また、管理組合の役員は、

全体の 61.0％が概ね全員が一斉に交代している状況であり、役員間の引継ぎ不足によ

り運営の知識等が蓄積されないことが懸念されます。 

【総会の開催状況】 

  

 

 

 

【役員会・理事会の開催状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【管理組合の役員の交代状況】 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 94.4 1.3

0 20 40 60 80 100
（％）

年に２回以上 年に１回 ほとんど開催していない

開催したことがない その他 無回答

60.9 27.5

1.3

0.4

0.9

1.3

6.9 0.9

0 20 40 60 80 100
（％）

月に１回程度 年に数回 年に１回

ほとんど開催していない 開催したことがない 役員会・理事会はない

その他 無回答

［参考］ 

○マンション総合調査（平成 30 年度（2018 年度）） 

月に 1 回 2 か月に 1 回 3 か月に 1 回 半年に 1 回 年に 1 回 ほとんど開催していない 開催したことはない 不明 

36.5％ 25.4％ 24.3％ 8.0％ 3.9％ 0.7％ 0.1％ 1.1％ 

 

61.0 27.7 4.8

0.4

0.4

3.0

2.6

0 20 40 60 80 100
（％）

概ね全員が交代している

任期等にあわせ、一定の割合で継続する役員と交代する役員がいる

一部、長年継続している役員がいる

大半の役員が長年継続している

新築であり、先の状況はまだわからない

その他

無回答



7 

 

（3）総合的な評価 

管理組合の管理状況の総合的な評価として、「うまくいっている」（49.8％）と

「まあまあ、うまくいっている」（40.8％）を合わせると、全体の 90.6％が概ねうまく

いっていると回答していますが、「あまりうまくいっていない」（2.4％）、「まった

くうまくいっていない」（1.3％）と回答しているマンションもわずかながらみられま

す。建設時期別にみると、古いマンションほど自己評価が低くなっており、高経年マン

ションには課題が多いことが読み取れます。逆に、平成 23 年（2011 年）から令和 2 年

（2020 年）の新しいマンションでは全てが「うまくいっている」「まあまあ、うまく

いっている」と回答しており、問題が問題として認識されていない可能性がうかがえま

す。 

【総合的な評価】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

49.8 40.8 3.4 

1.3 

2.6 

2.1 

0 20 40 60 80 100
（％）

うまくいっている まあまあ、うまくいっている

あまりうまくいっていない まったくうまくいっていない

その他 無回答

33.3 

46.7 

44.2 

52.8 

58.8 

41.7 

66.7 

35.6 

46.5 

37.7 

35.3 

58.3 

4.4 

7.0 

3.8 

2.0 

4.4 

6.7 

2.3 

1.9 

2.0 

2.2 

3.8 

2.0 

0 20 40 60 80 100

昭和45年(1970年)

以前

昭和46年(1971年)

～昭和55年(1980年)

昭和56年(1981年)

～平成2年(1990年)

平成3年(1991年)

～平成12年(2000年)

平成13年(2001年)

～平成22年(2010年)

平成23年(2011年)

～令和2年(2020年)

（％）

うまくいっている まあまあ、うまくいっている

あまりうまくいっていない まったくうまくいっていない

その他 無回答
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（4）管理の困りごと 

管理の困りごととしては、居住者の高齢化により管理組合活動が難しいこと（30.0％）

や、管理組合活動に無関心な居住者が多いこと（27.5％）、居住者の付き合い・コミュニ

ティが十分でないこと（20.6％）、管理組合の理事のなり手がいないこと（20.2％）な

ど、高齢化やコミュニティの希薄化に関することのほか、駐車場の空きの増加による維持

管理の問題（17.6％）がみられます。一方で、困りごとは特にない（26.6％）という回答

もみられ、問題が顕在化していない可能性もうかがえます。 

【マンション管理における困りごと】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.3

0.4

20.2

0.4

2.6

1.3

17.6

30.0 

20.6

27.5

8.6

6.9

8.2

3.0 

1.3

7.3

26.6

5.2

0 20 40 60 80 100

管理規約が守られていない

総会や役員会・理事会を開催できず意思決定ができない

管理組合の理事のなり手がいない

管理費や修繕積立金が集まらない、滞納者が多い

資金不足で適切な管理ができない

空き住戸が増加しており、管理組合活動が難しい

駐車場の空きが増加し、維持管理が難しい

居住者の高齢化が進み、管理組合活動が難しい

居住者の付き合い・コミュニティが十分でない

管理組合活動に無関心な居住者が多い

居住者間でのトラブルが発生している

管理会社の委託費用が高い

管理会社の業務水準が十分でない

管理会社が信用できない

分譲会社のアフターフォローが十分でない

その他

特にない

無回答

（％）
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（5）長期修繕計画の作成 

長期修繕計画については、全体の 86.3％が既に作成済で、作成予定のマンションも

含めると、ほとんどのマンションが計画を作成（作成予定）しており、20 年前の実態

調査と比較すると作成している割合は高くなっている状況ですが、作成予定もないマン

ションもわずかながらみられます。「作成していない」マンションは昭和 46 年（1971

年）から昭和 55 年（1980 年）のマンションが多く、これらは概ね戸数が 20 戸以下

で、空き家率が約 20％、賃貸化率 30％以上となっており、管理不全が懸念される状態

となっています。 

また、長期修繕計画に基づく積立状況について、「概ね計画どおり積立ができてい

る」（66.7％）、「計画どおりではないが、修繕工事が可能なレベルで積立できてい

る」（10.9％）を合わせると、約 8 割のマンションは修繕可能な積立が進んでいます

が、「概ね計画どおりだが、修繕工事ができるほど積立できていない」（14.4％）と回

答しているマンションが約 1 割、「計画どおり積立できておらず、このままでは修繕工

事ができない」（1.0％）と回答しているマンションもみられます。 

 

【長期修繕計画の作成状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86.3 7.3 

2.6 

3.9 

0 20 40 60 80 100
（％）

作成している 作成していないが、作成予定がある

作成していない 無回答

［参考］ 

○吹田市分譲マンション実態調査（平成 13 年度（2001 年度））      

作成している 作成予定がある 作成していない わからない 無回答 

77％ 12％ 9％ 1％ 1％ 

 



10 

 

【建設時期別の長期修繕計画の作成状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長期修繕計画に基づく積立状況】（長期修繕計画を作成しているマンション N＝201） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.7 14.4 10.9 

1.0 

4.0 3.0 

0 20 40 60 80 100

（％）

概ね計画どおり積立できている

概ね計画どおりだが、修繕工事ができるほど積立できていない

計画どおりではないが、修繕工事が可能なレベルで積立できている

計画どおり積立できておらず、このままでは修繕工事ができない

その他

無回答

66.7 

82.2 

93.0 

84.9 

90.2 

87.5 

33.3 

8.9 

2.3 

7.5 

7.8 

8.3 

6.7 

2.3 

1.9 

2.2 

2.3 

5.7 

2.0 

4.2 

0 20 40 60 80 100

昭和45年(1970年)

以前

昭和46年(1971年)

～昭和55年(1980年)

昭和56年(1981年)

～平成2年(1990年)

平成3年(1991年)

～平成12年(2000年)

平成13年(2001年)

～平成22年(2010年)

平成23年(2011年)

～令和2年(2020年)

（％）

作成している 作成していないが、作成予定がある

作成していない 無回答
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（6）耐震診断の実施 

旧耐震基準のマンションの耐震診断の実施状況について、約 3 割は実施済または実施

予定の状況ですが、約 6 割は耐震診断を実施していない状況です。 

耐震診断を実施していない理由をみると、「耐震診断の費用が準備できないから」

「耐震改修の費用が準備できないから」など費用の問題が大きいことがうかがえます。 

なお、耐震診断を実施したマンションでは、半数以上は「耐震性がある」と判定され

ていますが、「さらに詳細な耐震診断が必要」「耐震性がない」と判定されているもの

も約半数ある状況です。 

【耐震診断の実施状況】（旧耐震基準のマンション N＝48） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震診断を実施していない理由】（耐震診断を実施していないマンション N＝31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.6 6.3 4.2 6.3 64.6 4.2 

0 20 40 60 80 100

（％）

実施して、耐震性があると判定された

実施して、さらに詳細な耐震診断が必要と判定された

実施して、耐震性がないと判定された

実施していないが、今後実施する予定

実施していない

無回答

凡例

12.9 

32.3 

32.3 

22.6 

9.7 

29.0 

0 20 40 60 80 100

現在、検討中だから

耐震診断の費用が準備できないから

耐震改修の費用が準備できないから

組合員の合意形成が困難だから

実施方法がわからないから

その他

（％）
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（7）建替えの検討 

建替えの検討は、全体の 80.3％が検討したことがない状況ですが、「検討したこと

がある」マンション 10 件のうち、8 件が「建替えの結論に至らなかった」と回答して

おり、その理由としては、「費用負担の問題」（75.0％）が大きい状況です。 

【建替えの検討状況】 

  

 

 

 

 

 

【建替えの検討の結果、建替えの結論に至らなかった理由】（検討したことがある N＝10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.0 

50.0 

25.0 

12.5 

0.0 

37.5 

12.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

費用負担の問題

引越しを伴うことや仮移転先に対する不安や不満

修繕や改修で十分だから

建替えで住環境が変化することへの不安

建替え事業がうまくいくかへの不安

建替え計画に対する不満

その他

無回答

（％）

4.3 

2.6 

80.3 8.6 

1.7 

2.6 

0 20 40 60 80 100
（％）

検討したことがある 検討中 検討したことがない

わからない その他 無回答
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（8）マンション管理の将来の不安 

マンション管理における将来の不安として、「居住者の高齢化」（50.6％）、「理事

のなり手不足」（34.3％）、「修繕積立金の不足」（31.3％）、「大規模修繕工事の実

施」（26.6％）、「大規模な災害による建物の損壊」（26.6％）、「駐車場の空きの増

加」（26.2％）、「マンション管理に無関心な居住者の増加」（25.3％）などが挙がっ

ています。 

【マンション管理における将来の不安内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.3 

2.1 

2.1 

7.3 

4.3 

31.3 

26.6 

14.2 

26.6 

1.7 

26.2 

16.7 

50.6 

34.3 

25.3 

9.9 

19.3 

0 20 40 60 80 100

賃貸住戸の増加

居住目的外の住戸の増加

所有者不明住戸の増加

空き住戸の増加

管理費の未払いの増加

修繕積立金の不足

大規模修繕工事の実施

建替え

大規模な災害による建物の損壊

マンション内における犯罪の発生

駐車場の空きの増加

駐輪場の不足

居住者の高齢化

理事のなり手不足

マンション管理に無関心な居住者の増加

居住ルールを守らない居住者の増加

居住者コミュニティの弱体化

（％）
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（9）マンション管理の相談 

マンション管理について相談できる専門家として、「管理会社」（83.3％）を挙げる

マンションが最も多く、専門性を伴う相談を行える相手が少ない状況がみられます。ま

た、本市が実施しているさまざまな支援制度についても半数近くのマンションが知らな

い状況です。 

【マンション管理について相談できる専門家】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支援制度の認知度や活用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.4

9.3

0.9

38.6

42.5

38.5

42.5

39.4

49.6

9.4

8.8

11.1

0 20 40 60 80 100

分譲マンション管理相談

マンション管理基礎セミナー

分譲マンション耐震化補助金交付制度

（％）

活用したことがある 活用していないが知っている 知らない 無回答

7.3

13.7

9.9

2.1

2.1

0.9

83.3

2.6

7.3

3.4

0 20 40 60 80 100

弁護士

建築士

マンション管理士

公認会計士

税理士

司法書士

管理会社

その他

いない

無回答

（％）
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4 マンション管理の課題 

統計やアンケート調査などによる本市のマンションの現状から得られる将来的なマンシ

ョン管理に関する課題は次のとおりです。 

 

［統計・アンケート調査からみる現状の特徴］ 

区 分 内 容 

マンションの概要 〇全体の約 4 割は築 30 年以上で、約 2 割は旧耐震基準である。 

〇高齢者世帯が増加している傾向がみられる。 

〇建設時期が古いマンション、高齢世帯率の高いマンションほど空

き家化が進んでいる。 

〇賃貸化率 10％以上が全体の 3 割を超えている。 

〇半数近くが機械式駐車場を保有しているが空きがある。  など                        

管理組合の管理状況 〇総会や役員会・理事会を開催していない、管理者を定めていない

など、基礎的な点で不備のあるマンションもわずかにある。 

〇管理費や修繕積立金を 3 か月以上滞納している住戸があるマンシ

ョンが約 2 割ある。 

〇6 割以上で役員のほぼ全員が一斉に交代している。 

〇ほとんどが管理状況は概ね良好であると自己評価している。 

〇管理の困りごととして、居住者の高齢化により管理組合活動が難

しいこと、管理組合活動に無関心な居住者が多いこと、居住者の

付き合い・コミュニティが十分でないこと、管理組合の理事のな

り手がいないこと、駐車場の空きの増加による維持管理の問題が

みられる一方で、困りごとが特にないとの回答もみられる。など  

建物の修繕・建替え 〇ほとんどが長期修繕計画を作成しているが、計画どおり積立がで

きていないマンションが約 15％ある。 

〇建設時期が古いマンションほど外壁の剥離・ひび割れ、雨漏りな

ど問題・トラブルが生じている。 

〇旧耐震基準のマンションの約 6 割が耐震診断を実施していない。 

〇建替えを検討しても合意に至らないケースが多く、理由として費

用負担の問題が大きい。                など 

マンション管理の支援 〇管理の相談ができる専門家として、管理会社を挙げるマンション

が 8 割以上ある。 

〇本市が実施しているさまざまな支援制度は半数近くが知らない。 

〇マンション管理認定制度は半数以上が初めて知ったと回答してい

るが、申請については一定の関心もうかがえる。     など 
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（1）建物の老朽化対策 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 管理水準の向上策 

 

 

 

  

 

 

（3）支援の普及と促進 

 

 

 

 

 

 

（4） 管理状況の把握と支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高経年マンションの、よりきめ細やかな老朽化対策 

○費用負担が大きい耐震化や建替えなどに対する合意形成に向けた支援 

○機械式駐車場の維持管理 

 課題のポイント 

 

○管理組合活動の維持・向上 

○管理不全マンションの管理の適正化 

 課題のポイント 

 

○専門性を伴う相談先の確保とその普及 

○さまざまな支援制度の一層の周知と活用の促進 

 

 

○問題が顕在化していないマンションへの支援 

○新築マンションに対する基礎的な支援 

○管理不全マンションの支援のための管理状況の把握 

 課題のポイント 

 課題のポイント 
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5 吹田市マンション管理適正化計画の策定 

マンションの管理の適正化を一層推進するため、吹田市マンション管理適正化推進計画

を令和 4 年（2022 年）4 月に策定しました。 

 本計画では、以下の 3 つをマンション管理適正化の基本的な考え方として、具体的な取

組を進めることとしています。 

 

（1）自律的で適切な管理の促進 

マンションはあくまで私有財産であることから、管理の責任は所有者にあり、区分所有者

で構成される管理組合は、管理規約に基づき適切に管理を行う必要があります。しかしなが

ら、適切な管理を行うためには、法的・技術的な専門知識が必要となり、それらが欠けると

管理不全に陥る可能性が高くなります。 

今回のマンション管理適正化法の改正では、管理組合に対して助言・指導・勧告を行うこ

とができるようになるなど、地方公共団体の責務が拡大しました。 

本市においても、区分所有者・管理組合が管理を行ううえでの知識を得られる場や専門家

に相談できる場をこれまで以上に充実させることが重要であり、そのような場を積極的に活

用してもらえるよう広く情報発信していくことにより、自律的で適切な管理の促進を図る必

要があります。 

 

（2）管理水準の低いマンションの把握 

本市ではこれまでも管理組合に対してはマンション管理の適正化に関

するさまざまな支援を実施してきました。しかし、支援を受けるマンシ

ョンは意識や関心を持って管理をしており、一定の水準を保持している

とも言えます。むしろ、管理水準が低いマンションは、問題が問題とし

て認識されないまま、いずれ管理不全に陥ってしまうことが懸念されま

す。 

管理不全マンションの発生を防ぐためには、これまでの支援を継続し

つつ、まず管理水準の低いマンションの把握に努めることが重要です。 

 

（3）建設時・分譲時からの適切な管理の確保 

マンションライフは一種の憧れともなっている一方、新築マンションの分譲時には、マンシ

ョン分譲会社等が販売戦略上、意図的に修繕積立金を低い水準に設定しているなど、潜在的な

問題を抱えているケースもあり、経験の浅い管理組合では管理水準が低いことに気がつかない

まま管理が継続されることが考えられます。 

今後も新規マンションの供給が見込まれるなか、管理規約や長期修繕計画等の管理組合発足

時における不備が後の管理不全につながらないよう、建設時や分譲時から適切な管理ができる

仕組みづくりを進めていくことも大切です。 

管理が適正な 

マンション 

管
理
水
準
の
底
上
げ 

一定の管理水準 

一部課題のある 

マンション 

× 
管理不全 

マンション 


